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1.  平成24年3月期第1四半期の連結業績（平成23年4月1日～平成23年6月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年3月期第1四半期 2,657 7.3 △202 ― △189 ― △176 ―

23年3月期第1四半期 2,476 △8.2 △221 ― △212 ― △196 ―

（注）包括利益 24年3月期第1四半期 △169百万円 （―％） 23年3月期第1四半期 △315百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

24年3月期第1四半期 △10.01 ―

23年3月期第1四半期 △11.11 ―

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

24年3月期第1四半期 16,662 10,475 62.9
23年3月期 17,232 10,697 62.1

（参考） 自己資本   24年3月期第1四半期  10,475百万円 23年3月期  10,697百万円

2.  配当の状況 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無  ：  無  

（注）当社は定款において第２四半期末及び期末日を配当基準日と定めておりますが、 平成24年３月期の期末配当については、現在のところ具体的な金額は
未定であります。 

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

23年3月期 ― 0.00 ― 3.00 3.00

24年3月期 ―

24年3月期（予想） 0.00 ― ― ―

3.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無  ：  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 7,400 23.2 △250 ― △230 ― △180 ― △10.18

通期 18,300 19.3 300 △19.9 310 △25.3 160 655.5 9.04



(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  ：  無  

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  ：  有  
（注）詳細は、添付資料２ページ「サマリー情報（その他）に関する事項」をご覧ください。 

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であります。なお、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法
に基づく四半期財務諸表のレビュー手続きは終了しております。  

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。また、通期の連結業績予想には、（追加情報）に記載の東京エコン建鉄株式会社との合併による影
響は、現段階において算定が困難であるため織り込んでおりません。算定が出来次第、速やかに公表いたします。 
 なお、業績予想に関する事項については、四半期決算短信（添付資料）２ページ「連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 
・当社グループは、適正な利潤の確保に努め、健全な発展と永続性のもと、収益状況に対応した安定適正な配当維持に努力することを基本方針としております。
また、内部留保をさらに充実し、企業体質の強化と将来の事業展開に備えたいと考えております。平成24年３月期の配当につきましては、経営環境の先行きが
不透明であることから、今後の実績や財務状況等を総合的に勘案したうえで判断させていただきたく、現時点では未定とさせていただきます。配当予想を決定次
第、速やかに公表いたします。 

4.  その他

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更   ：  無

② ①以外の会計方針の変更   ：  無

③ 会計上の見積りの変更   ：  無

④ 修正再表示   ：  無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年3月期1Q 17,930,000 株 23年3月期 17,930,000 株

② 期末自己株式数 24年3月期1Q 240,329 株 23年3月期 240,329 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 24年3月期1Q 17,689,671 株 23年3月期1Q 17,690,134 株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災を受けて急速に落ち込んだものの、供給網の復旧

に伴い鉱工業生産は増加に転じ、個人消費も自粛ムードが緩和してきており、持ち直しの動きとなっています。しか

しながら、貿易収支は、震災に伴う国内生産の落ち込みを受けて輸出が大幅減少となる中、燃料を中心に輸入が増加

したことから大幅な赤字となっており、依然厳しい状況にあります。 

 当社グループの属する建設業界につきましては、土木事業分野においては、民主党政権下での公共工事の削減とゼ

ネコンの低価格入札による競争激化・受注価格の低下、また、建築事業分野においては、新設住宅着工戸数が低水準

で推移しており、両事業分野共に、厳しい事業環境が続いております。 

 このような状況下、当社グループは、業界トップ水準の技術力・収益力・財務体質の堅持・向上を目指す平成23年

度中期計画（平成21～23年度）の基本方針である「勝ち残りへの変革と飛躍への基盤強化」に向け、全社員・グルー

プ会社一丸となり、徹底した拡販とコスト削減に取り組みました。 

 この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は、26億57百万円（前年同期比7.3％増）と増収となり、損益につ

きましても、営業損失２億２百万円（前年同期は２億21百万円の損失）、経常損失１億89百万円（前年同期は２億12

百万円の損失）となり、赤字幅は圧縮されました。四半期純損益につきましては、合併関連費用として特別損失を55

百万円計上したこと等により、１億76百万円の損失（前年同期は１億96百万円の損失）となりました。 

  

セグメント業績は次のとおりであります。 

土木 

 主力のセグメント部門の売上高は、関西地区の道路向けプロジェクトが増加したこと等により、12億47百万円（前

年同期比11.6％増）となりました。土木部門の売上高は、「モジュラーチ」・「ビッグボックス」が減少したことを

主因として、４億84百万円（前年同期比9.8％減）となりました。 

 以上の結果、土木事業全体の売上高は、18億74百万円（前年同期比3.9％増）、営業損失は81百万円（前年同期は

１億15百万円の損失）となりました。 

  

建築 

 戸建鉄筋コンクリート住宅を担当する100％子会社のレスコハウス株式会社は、抜本的な収益力強化に取り組んで

おります。営業面では、武蔵小杉展示場のオープン、新商品である環境配慮型住宅「ジィオ・グリーン」の販売開

始、ネット広告の強化、提携先従業員の知名度向上及び営業研修の充実などにより受注の確保・拡大に全力で取り組

んでおります。また、コスト面では、協力会社と一体となったコスト削減と工場の生産性向上を推進しております。

建築事業の売上高は、７億82百万円（前年同期比16.4％増）、営業損失は１億21百万円（前年同期は１億５百万円の

損失）となりました。 

（２）連結業績予想に関する定性的情報 

 連結業績予想につきましては、平成23年５月16日の決算短信で公表いたしました第２四半期連結累計期間及び通期

の連結業績予想に変更はありません。 

 なお、通期の連結業績予想には、（追加情報）に記載の東京エコン建鉄株式会社との合併による影響は、現段階に

おいて算定が困難であるため織り込んでおりません。算定が出来次第、速やかに公表いたします。   

  

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

該当事項はありません。  

  

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

 税金費用については、主として当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税

効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しておりま

す。 

  

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

該当事項はありません。  

  

１．当四半期決算に関する定性的情報

２．サマリー情報（その他）に関する事項



（追加情報） 

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）  

 当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤

謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

  

（合併契約について）  

 当社は、平成23年５月16日開催の取締役会における決議を経て、同日、東京エコン建鉄株式会社との間で合併契

約書を締結いたしました。当該合併契約書につきましては、東京エコン建鉄株式会社では、平成23年６月28日開催

の第47回定時株主総会において、当社では、平成23年６月29日開催の第42回定時株主総会において承認を得ており

ます。   

取得による企業結合  

１．被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日、企業結合の法的形式、結合

後企業の名称、取得される議決権比率及び取得企業を決定するに至った主な根拠と実施する会計処理の概

要 

 (1）被取得企業の名称及び事業の内容  

  名称     当社 

  事業の内容  土木及び建築用コンクリート製品の製造販売  

 (2）企業結合を行った主な理由 

 当社は、公共投資を主体とする土木工事に使用されるコンクリート二次製品の分野、特に、シールドト

ンネル工事において用いられる、トンネルを構築する壁面構成部材である「セグメント」の製造販売の分

野で豊富な実績を有し、社会資本充実に貢献して参りました。 

 しかしながら、シールドトンネル工事は、大きなウエイトを占めていた上下水道用トンネルがすでに全

国的に広く普及してしまったこともあり、その発注量は長く減少の一途を辿って参りました。このため事

業環境は年々厳しさを増しており、当社はこうした極めて厳しい環境下でのサバイバル競争に勝ち残るた

め、市場環境変化に対応した事業基盤強化、製販一体となった収益改善等の徹底した体質改善を積み重

ね、事業規模が大きく縮小する中、単独ベースで27年間連続して経常黒字を達成して参りました。 

 今後、公共工事の漸減傾向は強まりこそすれ弱まるとは到底いえないことに鑑みれば、その市場の縮小

傾向は今後も変わることなく続くと思われ、当社として、こうした市場環境の中で生き残りを図り、今後

予想される事業環境の変化に的確に対応しつつ、お客様からの期待と株主の皆様の付託に応え続けて企業

価値を高めるためには、これまでの経営努力以上の抜本的な新たな取り組みが必要であるとの認識に至

り、東京エコン建鉄株式会社と合併することといたしました。 

 東京エコン建鉄株式会社は、鋼製セグメントの製造販売及び合成セグメント等についての新日本製鐵株

式会社の委託を受けた受託製造を行っておりますが、当社は同社と合併することにより、シールドトンネ

ルに必要なあらゆる種類のセグメントを製造できる体制を整えることとなります。 

 また、東京エコン建鉄株式会社が受託製造した合成セグメント等を販売している新日本製鐵株式会社

は、本合併により効力発生日をもって当社の親会社となる見通しですが、本合併後、当社は新日本製鐵株

式会社との間で販売事業に係わる連携を強化し、お客様に対し、各々のセグメントの特性を生かした幅広

いご提案を行うことを予定しております。 

 (3）企業結合日 

  平成23年10月１日 

 (4）企業結合の法的形式 

 当社を吸収合併存続会社、東京エコン建鉄株式会社を吸収合併消滅会社とする吸収合併方式によりま

す。 

 (5）結合後企業の名称 

  ジオスター株式会社 

 (6）取得される議決権比率 

  合併直前に所有されていた議決権比率   29.03% 

    企業結合日に追加取得される議決権比率  13.47% 

  取得後の議決権比率                   42.50%  



 (7）取得企業を決定するに至った主な根拠と実施する会計処理の概要 

 当該合併は、当社を吸収合併存続会社、東京エコン建鉄株式会社を吸収合併消滅会社とするものであり

ますが、当社が新日本製鐵株式会社の子会社となる見込みであることから、「企業結合に関する会計基

準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関す

る適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26日）に基づき、東京エコン建鉄株式会社を

取得企業とし、当社を被取得企業とする「逆取得」となるため、連結財務諸表上は消滅会社である東京エ

コン建鉄株式会社を取得企業としてパーチェス法を適用いたします。 

２．発行する株式の種類及び合併比率、その算定方法並びに交付予定の株式数 

(1）株式の種類及び合併比率 

  株式の種類 普通株式  

  合併比率  当社 １：東京エコン建鉄株式会社 34.0 

(2）合併比率の算定方法 

 本合併の合併比率については、その公平性を担保し妥当性を期すための手続きの一環として、独立した

第三者算定機関として株式会社三井住友銀行を選定し、合併比率の算定を依頼いたしました。 

 株式会社三井住友銀行は、上場会社である当社の株式について、市場株価平均法及びディスカウンテッ

ド・キャッシュフロー法（以下「ＤＣＦ法」という）を用いて算定し、東京エコン建鉄株式会社の株式に

ついては、同社が非上場会社であり、市場株価が存在しないため、類似会社比準法及びＤＣＦ法を用いて

算定を行いました。 

 当社は、株式会社三井住友銀行による合併比率の算定結果を参考に、それぞれ両社の財務の状況、資産

の状況、将来の見通し等の要因を総合的に勘案し、両社で本合併比率について慎重に協議を重ねた結果、

最終的に上記合併比率が妥当であるとの判断に至り合意いたしました。 

(3）交付予定の株式数 

   13,600,000株 

（注）１．交付する予定の株式については、保有する自己株式（平成23年３月31日現在240,329株）（普通株

式）及び単元未満株式の買取請求などにより本合併の効力発生日までに取得する自己株式（普通株

式）を充当する予定はありません。 

（注）２．東京エコン建鉄株式会社の普通株式１株に対して、当社の普通株式34株を割当交付いたします。 

（注）３．当社は東京エコン建鉄株式会社の株式を保有していません。また、東京エコン建鉄株式会社は自己

株式を保有していません。   



４．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成23年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,002,461 1,760,680

受取手形及び売掛金 5,880,299 4,775,074

商品及び製品 1,905,182 2,488,908

仕掛品 153,894 242,608

原材料及び貯蔵品 867,816 858,666

その他 302,473 432,181

貸倒引当金 △1,755 △3,610

流動資産合計 11,110,371 10,554,510

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,281,421 1,316,884

機械装置及び運搬具（純額） 664,463 626,064

土地 2,745,926 2,744,946

建設仮勘定 24,892 580

その他（純額） 113,894 116,582

有形固定資産合計 4,830,598 4,805,058

無形固定資産 58,549 55,960

投資その他の資産   

投資有価証券 967,006 983,694

その他 329,374 326,064

貸倒引当金 △63,833 △62,873

投資その他の資産合計 1,232,548 1,246,885

固定資産合計 6,121,695 6,107,904

資産合計 17,232,067 16,662,415



（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成23年６月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,865,839 2,480,172

短期借入金 700,000 700,000

未払費用 859,255 1,067,200

未払法人税等 192,668 19,924

未払消費税等 9,264 －

賞与引当金 231,276 109,256

完成工事補償引当金 22,536 22,872

災害損失引当金 17,017 15,958

工事損失引当金 14,417 14,417

その他 383,700 525,222

流動負債合計 5,295,975 4,955,025

固定負債   

長期借入金 700,000 700,000

退職給付引当金 106,638 102,540

役員退職慰労引当金 106,965 92,228

資産除去債務 137,989 138,152

その他 186,617 198,789

固定負債合計 1,238,211 1,231,710

負債合計 6,534,187 6,186,735

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,352,250 3,352,250

資本剰余金 2,868,896 2,868,896

利益剰余金 4,354,062 4,123,998

自己株式 △116,193 △116,193

株主資本合計 10,459,015 10,228,951

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 238,865 246,728

その他の包括利益累計額合計 238,865 246,728

純資産合計 10,697,880 10,475,679

負債純資産合計 17,232,067 16,662,415



（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 
（四半期連結損益計算書） 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

売上高 2,476,991 2,657,421

売上原価 2,010,457 2,140,210

売上総利益 466,533 517,211

販売費及び一般管理費 688,175 719,590

営業損失（△） △221,641 △202,378

営業外収益   

受取配当金 7,795 8,648

受取ロイヤリティー 3,680 4,482

還付消費税等 4,140 －

その他 3,339 6,031

営業外収益合計 18,955 19,161

営業外費用   

支払利息 8,053 5,606

その他 1,474 1,110

営業外費用合計 9,527 6,716

経常損失（△） △212,212 △189,932

特別利益   

貸倒引当金戻入額 5,324 －

固定資産売却益 1,689 －

特別利益合計 7,014 －

特別損失   

合併関連費用 － 55,029

災害による損失 － 1,549

減損損失 － 980

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 109,839 －

固定資産除却損 1,352 69

特別損失合計 111,191 57,629

税金等調整前四半期純損失（△） △316,389 △247,562

法人税等 △119,861 △70,566

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △196,528 △176,995

四半期純損失（△） △196,528 △176,995



（四半期連結包括利益計算書） 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △196,528 △176,995

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △118,641 7,863

その他の包括利益合計 △118,641 7,863

四半期包括利益 △315,169 △169,131

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △315,169 △169,131



 該当事項はありません。 

  

（セグメント情報）  

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日） 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

（単位：千円）  

 （注） １．調整額は、セグメント間取引消去であります。 

     ２．セグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と一致しております。  

  

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自平成23年４月１日 至平成23年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

（単位：千円）  

 （注） １．調整額は、セグメント間取引消去であります。  

     ２．セグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と一致しております。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 （固定資産に係る重要な減損損失） 

  「建築」セグメントにおいて、固定資産の減損損失を計上しております。なお、当該減損損失の計上額は、

当第１四半期連結累計期間において980千円であります。  

  

 該当事項はありません。  

  

（３）継続企業の前提に関する注記

（４）セグメント情報等

  土木 建築 合計
調整額 
（注１） 

四半期連結損益
計算書計上額 
（注２） 

売上高  

外部顧客への売上高  1,804,721  672,269  2,476,991  －  2,476,991

セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 5,964  2,762  8,727  △8,727  －

計  1,810,686  675,032  2,485,718  △8,727  2,476,991

セグメント損失（△）  △115,861  △105,780  △221,641  －  △221,641

  土木 建築 合計
調整額 
（注１） 

四半期連結損益
計算書計上額 
（注２） 

売上高  

外部顧客への売上高  1,874,905  782,516  2,657,421  －  2,657,421

セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 44  3,018  3,062  △3,062  －

計  1,874,949  785,534  2,660,484  △3,062  2,657,421

セグメント損失（△）  △81,107  △121,270  △202,378  －  △202,378

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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